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となる雇用水準を最終的に決定するのは企業である。経済発展が進行し、経済環境の変化にともなって、企業 新規参入と退出パターンにも大きな変化が生まれ 参入と退出に変化がなくとも、企業内で製品バラエティ 入れ替えを通じ、一企業が抱え得る製品バラエティの範囲には大きな変化があり得る。市場に評価されない旧品の代わりに新製品が投入されな
ければ、企業は退出を迫られるだろう。企業そのものが退出間近でなくても、仮に旧製品と新製品設計の間には巨大な断絶があり、新製品開発と販売には新しい種類のスキルや人材が必要だとすれば、製品の入れ替え頻度、数量 応じて労働者に大きな影響が出る。
さらに、こうした雇用創出・削
減の源泉たり得る レベルの需要環境は、国際貿易を通じて大きく変化し得る。製品の輸出可能性が高まるとともに、生産量が拡大すれば当該企業 雇用創出は進み得るだろうし、競合す 製品の輸入浸透によって価格支配力（マークアップ）を低めざ を得ないか、需要低下とともに雇用削減あるいは再訓練、配置転換、賃金低下、一時帰休が選ばれる。
企業の退出はもちろん、一企業

















として、経営管理手法の差、投入される労働と資本の質の違 、情報通信技術と研究開発投資、学習効果、新製品開発 企業 垂直統合などの差が想定されている。反対に外部環境の違いで生産性格差を説明しようとする時、知識波及による生産性上昇効果、市場競争圧力の拡大による低生産性企業の自然淘汰効果、自由化または規制緩和、そして適切な規制による生産性上昇への誘導効果が想定される。さらに競争は生産要素市場を効率的かつ柔軟な方向に仕向け、再配分を促す効果も持つため、要素市場を通じた生産性の上昇効果を認識することも重要だ。
そこで、生産資源の再配分につ
いてより詳細にみよう。先ほど紹介した参考文献④は、インドと中国ではアメリカよりも大きな生性格差が観察される理由として、インドと中国の市場では取引費用が大きいことをあげ い 。つまり、大きな取引費用 存在は参入と退出 効率的には行われ ないことを意味する。インドと中国
では潜在的参入企業も含めた企業間において生産資源が効率的に配分されていないために、アメリカに比して低生産性企業の比率が高く、非効率な企業が温存される。その結果、生産性分布の左裾が広く厚いという仮説だ。
著者のシーとクレノウはこの仮




全要素生産性は四〇～六〇％向上し、中国の場合、三〇～五〇％向上すると推測された。このように、規制や国営企業 存在と非効率な企業の温存が強く結び付いた結果、資源配分が非効率に留まっているために、結果としてマクロレベルの生産性を低めてしまう。従って、経済成長に負の影響を与える。この研究によって、経済発展についての国際比較研究を進める時、規制や公的介入とい た一国の経済制度のありようがどの程度 歪みを抱え得るかを計測することの重要性が再認識されること な 。
なぜ低所得国でこのような歪み





産性の格差と結びつきやすいのは、低所得国に限らな 。アメリカでの実証研究によれば製造業企業の生産性成長は、⑴存続企業の生産性成長、⑵存続企業の市場シェアの伸び、⑶参入企業と退出企業が持つ生産性の三種類に分解できる。特に、存続企業の市場シェア 伸びと参入・退出企業が持つ生産性の寄与分は 資源再配分による貢献とみなされている。ここからは、参入・退出企業の生産性が製造業企業全体の生産性成長に対する貢献分は小さいことが かった。そ
して高生産性企業の市場シェアが拡大する一方、低生産性企業の市場シェアが縮小したことが生産性成長に寄与 た（参考文献⑦） 。また、この研究は、 と平均賃金支払いの間に強い正の相関関係があることを明らかにした。
別のアメリカの研究は製造業工










える。一方で、生産性の高い企業が投入した新製品は遅かれ早かれ模倣され より安い費用で生産し得る競合相手の に市場を奪われ、置き換えられる。この現実を踏まえ と、企業 生産性成長は製品レベルで決定されると考えた方がよく、既存の製品と新製品導入だけでなく、製品の撤退、置き換 も生産性成長に計上するのが正しい。
デンマークの事業所のデータを
用いて定常状態における生産性成長率を分解すると、低生産性企業から高生産性企業への資源配分持つ寄与 が五三％であった このような高所得国においても 生産性成長率の半分強を資源再配分がしめており、生産性成長と資源配分の効率性をむすびつけることは一般的に重要であるといえる。
最後に、ジョーンズの国際比較
研究を紹介しよう。彼は最も豊かな国の一人あたり所得は、最も貧しい国の所得の五〇倍以上に相当する事実を指摘したうえで、生産リンケージと企業間 補完性 二つが、国際間における極めて大きな所得格差を説明するような理論モデルを作成した（参考文献⑪） 。そこでは、中間投入財の生産、販
売、購入を通じた企業間の生産リンケージは、経済全体で大きな乗数効果を生み、これは資本蓄積と同様の効果を持つ。次に、生産リンケージに組み込まれた中間投入財同士の補完性が強い場合、生産リンケージのどこかで問題が起きた場合、生産リンケージ全体に影響が及ぶ。この二つの論理を用れば、生産資源配分に歪みが生じた場合、歪みが乗数効果を持ちながら経済全体に波及することで各国の経済水準が決まり、豊かな国と貧しい国の間の一人あたり所得の格差を説明しうる。
ジョーンズは上記の枠組みをア
メリカ、日本、中国の産業連関表に適用し、資源配分に関する歪みで国際間の所得格差を説明する研究を進めた（参考文献⑫） 第一に、各国の中 投入財シェアが大きければ、乗数効果が大きくなこと、第二に、生産性 変化が産出に与える影響はこ 乗数効果に一致することを理論的に明らかにした。次 現実の投入・産出行列が各国で類似してい こと 見出したうえで、生産された中間投入財の販売・調達に摩擦が生じている場合の効果を検討した。つまり











え分析するという壮大なものだ（参考文献⑬⑭） 。同時に企業・組織経済学の精緻化によって企業内の諸慣行の補完関係が明らかにされつつあるし、特に内部労働市場の分析と企業レベル 戦略的行動を組み合わせる視点も出てきた（参考文献⑮） 。
ここでひとつの先駆的研究を紹





行を複数同時に採用した企業・工程でこそ、生産性 伸びが大きかった。当時のアメリカの工場では、職務が狭く限定され、固定給で、労働者監督が厳格という管理 あり方が伝統的・支配的であったものの、こうしたシステムから「大きく」決別した企業 工程は生産性向上という利益を得た。
つまり、給与決定から職務範囲
の決定、それを支えるチームワーク、訓練に至るまで 幅広い人的資源管理手法は補完性を持つため、システムとして導入さ な 限り効果は薄い。この研究の要点は、個別の人的 のうち、相性の良い物同士が組み合わされ、システムとして企業の生産技術に変換されるという考え方に実証的証拠を与えたこ だ。この研究から得られるレッスンはこうだ。人的資源管理には、何か唯一の革新的で魔法のような解はない。それよりも、柔軟な生産体制を選ん場合には、人間を部品のように扱うのではなく 人的資源管理の全体こそを柔軟に設計する方向 考えた方がよい、という主張だ。
インサイダー・エコノメトリク





ーを敢行した。経営コンサルタントの指導の下、電話調査チームは二度にわたる電話調査の回答の様子をそれぞれ得点化 、経営慣行スコアを企業毎に作成 インタビューは 重盲検法を模 設計とした。
どういう設計か。調査対象企業







結びついており 経営慣行が生産性など企業パフォーマンス 相関を持つという発見をもたらしたこの電話調査手法は、因果関係の検出にまでは踏み込んでいないものの、システマチックに「直接聞く」こと は大きなメリットがあり、革新的な調査として認識された。しかし残された課題が二つあった。第一に、経営慣行が生産性を本当に左右する かという問題だ。第二に、権限移譲を左右するものは果たして何か という問題だ。この二つが解明されることで、意思決定 分権化の度合いといった組織構造の差異が経営慣行の質と生産性を左右するという経路と無駄のない経営慣行が生産性 差をもたらすという経路が明確に区別されるこ となる。
そこで、経営慣行が生産性を左
右するのかという第一の問いに対しては、ブルームらがインドの織物工場を対象にしてモダンな経営管理手法の導入実験を敢行し、無駄のない経営慣行の導入による生産性の増分が一年間で一七％う答えを出した（参考文献㉑） 。また、生産性が情報通信技術入からもたらされたかどうかをみるとき、アメリカ企業に買収された欧州企業と、そうではない欧州企業を比較し 情報通信技術の導入と補完的な「アメリカ流の」人的資源管理が導入された際に、業の生産性が高ま ことを見出す研究もブルームらによって行われた（参考文献㉒） 。
次に、第二の問い、権限移譲を
左右するものは何かについてもブルームとサドゥン、リーネンによって詳細な研究が行われた。権限移譲のあり方 経営の無駄が結びついているという先行研究の観察を一歩進め、アメリカ、欧州、アジアから約四〇〇〇社の協力を得て、投資・採用・生産・販売など意思決定の権限が本社から工場長に移譲されて分権化が進む条件を突き止めようとした（参考文献㉓） 。ここでも工場長に「直接聞く」という方針が維持され、次の
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